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報 第 1 6 号 

                           令和 8 年 9 月 7 日提出 

 

 

一般財団法人浜松市清掃公社の令和７年度決算について 

 

 

 一般財団法人浜松市清掃公社の令和 7 年度決算を地方自治法第 243 条の

3第 2項の規定に基づき次のとおり報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

浜松市長 中 野 祐 介  
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１　概　　　況

（１）総　括　事　項

ア　作　業　状　況

（ア）し尿収集業務

（イ）浄化槽清掃及び浄化槽保守点検業務

（ウ）市からの受託業務

平和最終処分場廃棄物計量受付及び選別業務

イ　事故発生状況

車両事故

対車事故

浄化槽清掃（基）

浄化槽保守点検（基）

405 

作　業　実　績 R7年度（A） R6年度（B） 増減(A)－(B)

 一般家庭トイレ（基） 14,277 15,315

8,4878,892

9R6年度件数

合計

10R7年度件数

4

小計

8

5

物損事故

8

31

人身事故

1

0

令和７年度　一般財団法人浜松市清掃公社　事業報告

増減(A)－(B)

合　計

作　業　実　績 前年度比(A)／(B)

97.3% 

R7年度（A）

23,169

R6年度（B）

△ 633 

　市民の良好な生活環境の保全と公衆衛生の向上を図るため、し尿の定日収集、仮設トイレ

の汲取り要請への対応並びに浄化槽の清掃及び保守点検の業務を遂行するとともに、浄化槽

の定期清掃の周知や法定検査の受検等の啓発に努めてまいりました。そのほか、市からの受

託業務である平和最終処分場廃棄物計量受付及び選別業務について、契約に基づき確実に業

務を履行しました。

　また、業績面においては、業務量に見合う人員及び車両配置により効率的に業務を遂行

するとともに経費節減に努めた結果、令和7年度は40,976千円の黒字となりました。

23,802

△ 1,038 93.2% 

104.8%  仮設トイレ（基）

前年度比(A)／(B)

種　　別

　平和最終処分場への搬入車両の受付業務及び破砕不適物の選別業務を行いました。

作業事故

20

97.9% 

100.1% 19,143 19,131

6,380

12 

6,243

　  車両事故及び作業事故の発生状況は、次のとおりです。

△ 137 
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２　経　営　成　績

（１）経営成績の推移

（２）財　政　状　況 　

令和7年度の収益は724,957千円で、対前年度比97.7％となりました。減額の主なものは、経
常外収益の固定資産売却益の減です。

一方、費用は664,804千円で、対前年度比109.1％となりました。増額の主なものは、退職金
制度の改正による退職給付費用の増加及び令和6年度に更新した車両7台分の減価償却費が増加
したことによるものです。
　この結果、令和7年度の純利益は、税引前で60,153千円の黒字となりました。

比較正味財産増減計算書

　（単位：千円）

区　　　　　分 R7年度 R6年度 R5年度
対前年度比

R7／R6 R6／R5

100.9% 94.5% 

経常外収益 1,268 24,886 1,553 5.1% 1602.4% 経
 
常
 
収
 
支

収益
経常収益 723,689 717,018 758,685 

収　益　計　① 724,957 741,904 760,238 97.7% 97.6% 

費用
経常費用 661,602 609,204 831,435 108.6% 73.3% 

経常外費用

73.3% 

経常利益(損失)①－② 60,153 132,700 △ 71,197 45.3% △186.4% 

3,202 - - - -

費　用　計　② 664,804 609,204 831,435 109.1% 

当年度純利益(純損失)①-②+③ 60,153 132,700 △ 71,199 45.3% △186.4% 

評　価　損　益　等　③ 0 0 △ 2 - -

令和7年度末の資産は2,950,046千円で、前年度と比べ170,819千円の増加となりました。主な
理由は、常光休憩所の改築による固定資産の増及び黒字による純資産の増です。

負債については444,563千円で、前年度と比べ129,843千円の増加となりました。主な理由
は、3月末に完成した常光休憩所の改築費用99,429千円を流動負債の未払金に計上したことによ
る増です。
　正味財産は前年度から40,976千円増加し、正味財産期末残高は2,505,483千円となりました。

比 較 貸 借 対 照 表

（単位：千円）

科　　目
R7年度末 R6年度末 増減額 対前年度比

金額（A） 構成比 金額（B） 構成比 (A)－(B) (A)／(B)

資産
流動資産 1,607,583 54.5% 1,500,789 54.0% 106,794 107.1% 

固定資産 1,342,463 45.5% 1,278,438 46.0% 64,025 105.0% 

243,480 54.8% 224,893 71.5% 18,587 108.3% 

106.1% 

負債
流動負債 201,083 45.2% 89,827 28.5% 111,256 223.9% 

固定負債

資産計① 2,950,046 100.0% 2,779,227 100.0% 170,819 

141.3% 

正味
財産

指定正味財産 5,000 0.2% 5,000 0.2% 0 100.0% 

一般正味財産

負債計② 444,563 100.0% 314,720 100.0% 129,843 

101.7% 正味財産計①－② 2,505,483 100.0% 2,464,507 100.0% 40,976 

2,500,483 99.8% 2,459,507 99.8% 40,976 101.7% 
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３　課題への対応状況と今後の方針

４　事　業　実　績

ア　自主事業

イ　受託事業

平和最終処分場廃棄物計量受付及び選別業務

① 業務日数： 257日

② 搬入車両： 3,195車

（単位：千円）

（３）経常費用に関する事項…人件費及び物件費等の割合を表示しています。

経常費用の内訳 （単位：千円）

　浄化槽管理者等に対し浄化槽法に義務付けられている清掃の実施を働きかけるなど、今後とも収入確
保に努めるとともに、費用面については、引き続き経費の削減や業務の合理化に取り組むことで、収益
増を図ってまいります。
　公社業務は労働集約型業務であり、業務量及び事業収入の推移を見極め、適正な職員配置と給与水準
を保つよう努めます。また、今後も定年退職や再雇用職員の雇用満了が続くため、若手職員を採用し技
術の継承を行うとともに、業務に必要とされる資格の取得や講習を受講させるなどの人材育成を進め、
引き続きサービスの向上に努めてまいります。

227,678 34.4% 661,602

（２）経常収益に関する事項…経常収益のうち事業活動によって得られた収入を科目別に表示しています。
　　　　　　　　　　　　　　主なものは、し尿収集、浄化槽清掃、浄化槽保守点検の収入で経常収益の
　　　　　　　　　　　　　　98.6％を占めています。

年度
し尿収集
収　　入

浄化槽清掃
収　　　入

浄化槽保守
点検収入

浄化槽水質
検査手数料

部品売却
収　　入

薬剤売却
収　　入

清掃業務
受託収入

合　計

R7 576,288 20,796 2,431 2,827 716,521109,190 75 4,914

R6 109,860 571,628 21,157 87 2,157 5,043 3,300 713,232

対比 99.4% 100.8% 98.3% 

増減 △ 670 4,660 △ 361 △ 12 274 △ 129 △ 473 3,289 

※ 常勤役員の人件費7,465千円（役員報酬6,492千円・法定福利費973千円）は、その他費用に含まれ
　 ています。

97.4% 85.7% 100.5% 

人件費 割合 その他費用 割合 合　計

経常費用 433,924 65.6%

86.2% 112.7% 

97.9% 

△ 137 

6,380 

6,243 

- 

48,555 

49,313 

△ 758 

98.5% 100.2% 

112.32 

53,056.83 

53,169.15 

- 

- 

- 

（１）事業量

年度
作業基数 作業基数 作業基数作業基数

し尿収集

収集量(kl) 収集量(kl)

浄化槽清掃

収集量(kl)

浄化槽保守点検

収集量(kl)

合　　　計

対比

増減

R6

R7

100.1% 

12 

19,131 

19,143 

100.4% 

187.65 

47,463.44 

47,651.09 

97.3% 

△ 633 

23,802 

23,169 

98.7% 

△ 75.33 

5,593.39 

5,518.06 
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ア　建物 （単位：円）

イ　建物附属設備 （単位：円）

ウ　構築物 （単位：円）

エ　工具器具備品 （単位：円）

オ　車両運搬具 （単位：円）

カ　ソフトウェア （単位：円）

合　　　計 10,615,000 

常光休憩所防犯カメラ設置工事 2,750,000 令和8年3月31日 日興電気通信㈱

常光休憩所家具(机、椅子)

REGZAカラーテレビ(常光休憩所) 146,946 令和8年3月11日 エディオン浜松半田店

484,000 令和8年3月31日 ㈱リビングサーラ

合　　　計 48,541,283 

バキューム車　3.0t　1台

ｼｬｰｼ 4,015,000 

令和7年8月27日
ｼｬｰｼ  静岡日野自動車㈱浜松営業所

架装  ㈱モリタエコノス静岡支店

車　　　　種 取得価格 取得年月日 契　　約　　者

架装 6,600,000 

小計 10,615,000 

731,500 令和7年12月10日 ㈲マックオーエー

REGZAカラーテレビ(業務課事務室) 138,000 令和8年1月8日 エディオン浜松半田店

空調設備工事(常光休憩所)

（４）その他…令和7年度中に取得した主な資産を表示しています。

名　　　　称 取得価格 取得年月日 契　　約　　者

常光休憩所改築工事 48,541,283 令和8年3月31日 ㈱鈴木組

9,052,069 令和8年3月31日 ㈱鈴木組

太陽光発電工事(常光休憩所) 4,349,005 令和8年3月31日 ㈱鈴木組

名　　　　称 取得価格 取得年月日 契　　約　　者

電気設備工事(常光休憩所) 4,221,957 令和8年3月31日 ㈱鈴木組

給排水設備工事(常光休憩所) 12,773,744 令和8年3月31日 ㈱鈴木組

合　　　計 14,055,823 

名　　　　称 取得価格 取得年月日 契　　約　　者

合　　　計 30,396,775 

外構工事(常光休憩所) 14,055,823 令和8年3月31日 ㈱鈴木組

名　　　　称 取得価格 取得年月日 契　　約　　者

ﾗﾍﾞﾙﾌﾟﾘﾝﾀｰ(CL4NX-J12 Plus CT NB) 515,900 令和7年4月4日 ㈱サトー静岡支店浜松営業所

合　　　計 8,784,096 

ウォータークーラー(AT-18WG) 174,900 令和7年5月16日 ホシザキ東海㈱

ラインプリンター(VSP3710BM) 2,873,750 令和7年8月29日 遠鉄システムサービス㈱

インパクトプリンター(VSP2750CM)2台 969,100 令和7年8月29日 遠鉄システムサービス㈱

空気清浄機(Airdog X5D)5台

名　　　　称 取得価格 取得年月日 契　　約　　者

ｶｽﾀﾏｲｽﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ PCA会計連携CSV出力 390,500 令和7年6月30日 ㈱ジーテック

合　　　計 390,500 
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５　理事会及び評議員会等決議事項

（１）理事会

第1回開催

第2回開催（決議の省略による）

第3回開催（決議の省略による）

第4回開催（決議の省略による）

第5回開催

令和7年度第3回評議員会の招集の決定について

午前10時

職員の勤務条件及び給与について
報告事項

一般財団法人浜松市清掃公社職員給与規程の一部改正について

令和8年度一般財団法人浜松市清掃公社事業計画について

令和8年3月24日

理事長の職務執行状況の報告について

日時

令和8年2月26日

議決事項

日時

令和6年度一般財団法人浜松市清掃公社事業会計決算の承認について

令和7年度業績手当の支給率等について

定時評議員会の招集の決定について

議決事項

令和7年6月9日 午前10時

一般財団法人浜松市清掃公社短時間労働職員の賃金、勤務時間その他勤務条件に関する規
程の一部改正について

議決事項 一般財団法人浜松市清掃公社職員給与規程の一部改正について

令和8年度役員等賠償責任保険契約について

日時 令和7年11月1日

議決事項

報告事項

日時

理事長の職務執行状況の報告について

令和7年度第2回評議員会の招集の決定について

日時 令和7年11月28日

一般財団法人浜松市清掃公社臨時職員に関する就業規程の一部改正について
議決事項
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（２）評議員会

第1回開催

第2回開催（決議の省略による）

第3回開催

（３）監査

議決事項

令和8年度一般財団法人浜松市清掃公社事業計画について

一般財団法人浜松市清掃公社理事長の報酬等の額の確定について

日時 令和8年3月30日 午前10時

令和7年度業績手当の支給率等について

　一般財団法人浜松市清掃公社理事の辞任に伴う理事の選任について

日時 令和7年11月1日

理事長の職務執行状況の報告について

一般財団法人浜松市清掃公社理事の辞任に伴う理事の選任について

　令和8年度役員等賠償責任保険契約について

　一般財団法人浜松市清掃公社評議員の辞任に伴う評議員の選任について

議決事項

規程の改正について

監　　査　　事　　項

令和7年5月27日 午後2時30分

日　　　時

一般財団法人浜松市清掃公社評議員の辞任に伴う評議員の選任について

職員の勤務条件及び給与について

令和6年度決算監査

理事長の職務執行状況の報告について

報告事項

日時 令和7年6月26日 午前10時

議決事項
令和6年度一般財団法人浜松市清掃公社事業会計決算の承認について

報告事項

-11-



６　役員等に関する事項

（１）理　　　事 令和8年3月31日現在

（２）評　議　員 　 令和8年3月31日現在

（３）監　　　事 令和8年3月31日現在

袴　田　智　久

浜松市

浜松市自治会連合会

浜松市自治会連合会

浜松商工会議所

伊　藤　安　男

東海税理士会浜松西支部

静岡県中小企業診断士協会

監　　　事

役　職　名 氏　　　　名

評　議　員

浜松市

評　議　員

監　　　事 豊　田　人　史

下　位　桂　子 学識経験者

推　薦　団　体

評　議　員 馬　淵　裕　一

加　藤　弥　生

理　　　事

役　職　名

理　事　長

氏　　　　名

金　原　栄　行

小　山　正　博

理　　　事

推　薦　団　体

浜松市自治会連合会

浜松市消費者団体連絡会

浜松商工会議所

齋　藤　美　苗

小名木　秀　雄

 　川　　徹

評　議　員

上　田　晃　寿

大　城　秀　寛

評　議　員

評　議　員

理　　　事

理　　　事 大久保　淳　一

浜松市

氏　　　　名役　職　名

評　議　員

浜松市

推　薦　団　体
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７　職員に関する事項

※（　）は兼務

８　車両に関する事項

　　〃　　グループ員 6 1 7 6 1 7

浄化槽第三グループ長 1 1 1 1

区　　　分 令和8年3月31日 令和7年3月31日 備　　　　考

バキューム車 36 37 積載4t未満32、5t以上4

浄化槽第一グループ長 1 1 1 1

　　〃　　グループ員 5 3 8

計 46 47

保守点検用軽自動車 6 6

連絡車 4 4 乗用車1、バン2、軽自動車1

備　　考区　　　分

事務局長 1 1 1 1

計

令和8年3月31日 令和7年3月31日

事務員 業務士 臨時 計業務士事務員 臨時

(1) (1) 事務局長兼務総務課長 (1) (1)

1 1 主幹兼務総務グループ長 1 1

6 1 7 〃 グループ員 6 1 7

1 1業務課長 1 1

(1) (1)顧客サービスグループ長 (1) (1)

6 6　　　〃　　グループ員 6 6

(1) (1)作業グループ長 1 1

8 1 9 〃 グループ員 7 1 8

計 14 32 6 52

6 1 7　　〃　　グループ員 6 1 7

5 3 8

浄化槽第二グループ長 (1)

1 1 1

14 32 6 52

(1) (1) (1)

　技監 1 1 1 1

　技監 1 1 1 1

浄化槽担当課長 1
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（単位：円）

科　　　　　目 当年度 前年度 増　　減

Ⅰ　資産の部

　　１．流動資産

　　　　　　　現金預金 1,523,038,026     1,216,605,703     306,432,323 

　　　　　　　未収金 66,498,923        66,863,473        △ 364,550 

　　　　　　　貸倒引当金 △ 1,185,248 △ 1,284,680 99,432 

　　　　　　　前払金 37,020            6,970             30,050 

　　　　　　　有価証券 -                 200,000,000       △ 200,000,000 

　　　　　　　貯蔵品 4,993,310         4,415,623         577,687 

　　　　　　　立替金 786,177           891,693           △ 105,516 

　　　　　　　繰延税金資産 13,415,358        13,289,705        125,653 

　　　　　流動資産合計 1,607,583,566 1,500,788,487 106,795,079 

　　２．固定資産

　　（１）基本財産

　　　　　　　基本財産定期預金 10,000,000 10,000,000 0 

　　　　 　基本財産合計 10,000,000 10,000,000 0 

　　（２）特定資産

　　　　　　　退職給付引当資産 243,441,332 224,214,296 19,227,036 

　　　　 　特定資産合計 243,441,332 224,214,296 19,227,036 

　　（３）その他固定資産

　　　　　　　建物 318,145,289       280,310,880       37,834,409 

　　　　　　　建物附属設備 82,709,045        64,118,102        18,590,943 

　　　　　　　構築物 52,754,679        45,312,697        7,441,982 

　　　　　　　工具器具備品 9,942,003         5,008,499         4,933,504 

　　　　　　　機械装置 766,488           1,073,511         △ 307,023 

　　　　　　　車両運搬具 41,651,310        69,149,248        △ 27,497,938 

　　　　　　　リース資産 554,510           1,381,158         △ 826,648 

　　　　　　　ソフトウェア 325,417           2,145,000         △ 1,819,583 

　　　　　　　投資有価証券 500,000,000       500,000,000       0 

　　　　　　　リサイクル預託金 424,990           433,930           △ 8,940 

　　　　　　　繰延税金資産 81,747,599        75,291,160        6,456,439 

　　　　 　その他固定資産合計 1,089,021,330 1,044,224,185 44,797,145 

　　　　 　固定資産合計 1,342,462,662 1,278,438,481 64,024,181 
　　　　 　資産合計 2,950,046,228 2,779,226,968 170,819,260 

Ⅱ　負債の部

　　１．流動負債

　　　　　　　未払金 130,284,185 15,130,181 115,154,004 

　　　　　　　前受金 2,277,013 2,404,162 △ 127,149 

　　　　　　　リース債務 540,100 746,624 △ 206,524 

　　　　　　　賞与引当金 32,875,742 32,097,453 778,289 

　　　　　　　預り金 1,728,514 1,791,796 △ 63,282 

　　　　　　　未払法人税等 25,758,400 27,416,600 △ 1,658,200 

　　　　　　　未払消費税 7,619,200         10,240,500        △ 2,621,300 

　　　　　流動負債合計 201,083,154 89,827,316 111,255,838 

　　２．固定負債

　　　　　　　リース債務 38,500 678,636 △ 640,136 

　　　　　　　退職給付引当金 243,441,332 224,214,296 19,227,036 

　　　　　固定負債合計 243,479,832 224,892,932 18,586,900 

　　　　　負債合計 444,562,986 314,720,248 129,842,738 

Ⅲ　正味財産の部

　　１．指定正味財産

　　　　　　　寄附金 5,000,000 5,000,000 0 

　　　　　指定正味財産合計 5,000,000 5,000,000 0 

　　　（うち基本財産への充当額） (5,000,000) (5,000,000) (0) 

　　２．一般正味財産

　　　　　　　一般正味財産 2,500,483,242 2,459,506,720 40,976,522 

　　　　　一般正味財産合計 2,500,483,242 2,459,506,720 40,976,522 

　　　（うち基本財産への充当額） (5,000,000) (5,000,000) (0) 
　　　　　正味財産合計 2,505,483,242 2,464,506,720 40,976,522 
　　　　　負債及び正味財産合計 2,950,046,228 2,779,226,968 170,819,260 

１　貸借対照表
令和8年3月31日現在

-17-



２　正味財産増減計算書

（単位：円）

科　　　　　目  当年度  前年度 増　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　　　し尿収集収入 109,190,018      109,860,116      △ 670,098 

　　　　浄化槽清掃収入 576,288,020      571,628,426      4,659,594 

　　　　浄化槽保守点検収入 20,795,800       21,156,960       △ 361,160 

　　　　浄化槽水質検査手数料 75,300           86,800           △ 11,500 

　　　　部品売却収入 2,430,910        2,156,872        274,038 

　　　　薬剤売却収入 4,913,720        5,043,280        △ 129,560 

　　　　薬剤補充手数料 64,260           -                64,260 

　　　　清掃業務受託収入 2,827,000        3,300,000        △ 473,000 

　　　　基本財産運用益 -                101              △ 101 

　　　　特定資産運用益 -                2,219            △ 2,219 

　　　　受取利息 3,955,039        512,178          3,442,861 

　　　　有価証券利息 1,464,312        1,671,343        △ 207,031 

　　　　雑収入 1,684,995        1,599,524        85,471 

　　　　　経常収益計 723,689,374      717,017,819      6,671,555        

　（２）経常費用

        事業費 484,405,299      436,705,605      47,699,694 

          給料手当 246,225,736      237,700,226      8,525,510 

          賃金 25,844,536       23,558,576       2,285,960 

          退職給付費用 29,067,617       4,293,430        24,774,187 

          賞与引当金繰入 27,057,574       26,538,827       518,747 

          法定福利費 45,353,445       43,399,044       1,954,401 

          福利厚生費 2,665,956        2,498,740        167,216 

          被服費 2,351,800        3,239,863        △ 888,063 

          旅費交通費 194,535          4,000            190,535 

          通信運搬費 5,171,228        4,256,559        914,669 

          車両修繕費 12,596,718       12,330,680       266,038 

          減価償却費 49,682,865       38,921,273       10,761,592 

          燃料費 12,474,329       13,348,320       △ 873,991 

          事故費 285,802          656,414          △ 370,612 

          消耗品費 10,475,071       7,611,591        2,863,480 

          車両登録手数料 63,528           444,696          △ 381,168 

　　　　　浄化槽水質検査委託費 63,700           15,000           48,700 

　　　　　浄化槽保守薬剤購入費 1,637,130        1,473,670        163,460 

　　　　　浄化槽保守部品購入費 1,851,289        2,939,547        △ 1,088,258 

          光熱水料費 91,011           74,321           16,690 

          修繕費 -                354,200          △ 354,200 

          賃借料 39,336           39,336           0 

          手数料 2,638,568        2,667,030        △ 28,462 

          保険料 2,169,145        1,776,790        392,355 

          印刷製本費 1,425,860        3,148,150        △ 1,722,290 

          交際費 -                4,908            △ 4,908 

          報償費 405,600          416,800          △ 11,200 

          租税公課 2,326,700        3,571,800        △ 1,245,100 

          支払負担金 292,025          167,100          124,925 

          委託料 1,542,508        1,073,610        468,898 

          貸倒償却 390,830          168,531          222,299 

          貸倒引当金繰入 8,283            -                8,283 

          固定資産除却損 4                3                1 

          雑費 12,570           12,570           0 

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで
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（単位：円）

科　　　　　目  当年度  前年度 増　　減

        管理費 177,196,844      172,498,585      4,698,259 

          役員報酬 6,582,000        6,565,400        16,600 

          給料手当 44,225,128       36,699,281       7,525,847 

          退職給付費用 3,285,506        444,103          2,841,403 

          賞与引当金繰入 5,818,168        5,558,626        259,542 

          法定福利費 7,928,914        7,134,371        794,543 

          福利厚生費 641,292          520,986          120,306 

          被服費 211,058          566,737          △ 355,679 

          旅費交通費 69,136           100,232          △ 31,096 

　　　　　通信運搬費 1,381,955        855,784          526,171 

          車両修繕費 157,186          -                157,186 

          減価償却費 22,641,975       26,500,789       △ 3,858,814 

          燃料費 37,198           27,507           9,691 

          消耗品費 2,023,773        1,939,974        83,799 

          光熱水料費 4,405,443        4,665,264        △ 259,821 

          修繕費 2,731,411        1,085,656        1,645,755 

          賃借料 2,666,671        2,206,626        460,045 

          手数料 568,712          551,394          17,318 

          保険料 783,540          829,880          △ 46,340 

          印刷製本費 20,460           -                20,460 

          交際費 258,550          257,516          1,034 

          報償費 849,228          1,961,007        △ 1,111,779 

          租税公課 51,996,216       55,477,331       △ 3,481,115 

          支払負担金 325,900          384,840          △ 58,940 

          委託料 15,551,971       18,078,674       △ 2,526,703 

          固定資産除却損 1,888,853        7                1,888,846 

          雑費 146,600          86,600           60,000 

　　　　　経常費用計 661,602,143      609,204,190      52,397,953 

　　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 62,087,231 107,813,629 △ 45,726,398 

　　　　　評価損益等計 0 0 0 

　　　　　当期経常増減額 62,087,231 107,813,629 △ 45,726,398 

　２．経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　　　保険金収入 -                125,805 △ 125,805 

　　　　固定資産売却益 1,159,998        24,579,986 △ 23,419,988 

　　　　　車両売却益 1,159,998        24,579,986 △ 23,419,988 

　　　　貸倒引当金戻入 107,715          180,662 △ 72,947 

　　　　　経常外収益計 1,267,713        24,886,453 △ 23,618,740 

　（２）経常外費用

　　　　雑損失 995              300 695 

　　　　建物解体費 3,201,119        -                3,201,119 

　　　　　経常外費用計 3,202,114 300 3,201,814 

　　　　　当期経常外増減額 △ 1,934,401 24,886,153 △ 26,820,554 

　　　　　税引前当期一般正味財産増減額 60,152,830 132,699,782 △ 72,546,952 

　　  　　法人税等 25,758,400       27,416,600 △ 1,658,200 

　　  　　法人税等調整額 △ 6,582,092 16,241,474 △ 22,823,566 

　　  　　税引後当期一般正味財産増減額 40,976,522 89,041,708 △ 48,065,186 

　　  　　一般正味財産期首残高 2,459,506,720 2,370,465,012 89,041,708 

　　 　　　一般正味財産期末残高 2,500,483,242 2,459,506,720 40,976,522 

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 

      　　指定正味財産期首残高 5,000,000        5,000,000 0 

      　　指定正味財産期末残高 5,000,000        5,000,000 0 

Ⅲ　正味財産期末残高 2,505,483,242 2,464,506,720 40,976,522 
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(1)継続組織の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

(2)重要な会計方針

ア　有価証券の評価基準及び評価方法

    満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）によっている。

イ　棚卸資産の評価基準及び評価方法

    先入先出法による原価法によっている。

ウ　固定資産の減価償却の方法

    建物…定額法によっている。（平成10年4月1日以後取得したもの）

    建物附属設備及び構築物…定額法によっている。（平成28年4月1日以後取得したもの）

    工具器具備品及び機械装置、車両運搬具…定率法によっている。

    ソフトウェア…定額法によっている。

エ　引当金の計上基準

オ　税効果会計の適用について

カ　消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

(3)基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

退職給付引当資産

小　　　計

234,214,296    

243,441,332    

0 0

　　特定資産

9,108,247      

224,214,296    

合　　　計

0

28,335,283     

224,214,296    

　

10,000,000     

10,000,000     

　 　

0

当期末残高当期増加額

　  税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期
  正味財産増減額を計上することを目的として税効果会計を適用している。

10,000,000     

243,441,332    

　

　

定期預金

３　財務諸表に対する注記

科　　　目 当期減少額

    リース資産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産については、リース期間を
　　　　　　　　耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法によっている。

    貸倒引当金…債権の貸倒損失に備えるため、3年未満の一般債権については貸倒実績率法によ
                り、また、3年を超える債権については個別評価法により計算した回収不能見込
　　　　　　　　額を計上している。

    賞与引当金…職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を
　　　　    　　計上している。

基本財産

小　　　計

前期末残高

退職給付引当金…職員の退職金の支給に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当
　　　　　　　　する金額を計上している。

28,335,283     

28,335,283     

　

9,108,247      

9,108,247      

10,000,000     

253,441,332    
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(4)基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

(5)担保に供している資産

該当なし。

(6)固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

(7)保証債務等の偶発債務

該当なし。

(8)満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位:円)

合　　　計 469,781,100

506,848,741        

2,808,960          

合　　　計

(0) 

(243,441,332) 

　

(5,000,000) 

(243,441,332) 

(243,441,332) (248,441,332) 

構築物 52,754,679         122,154,940        

302,536,039        219,826,994        

174,909,619        

合　　　計

取得価額 減価償却累計額

小　　　計

(5,000,000) 

253,441,332    (5,000,000) 

446,074,503        

　

建物

　

建物附属設備

11,115,500         

318,145,289        

当期末残高

127,929,214        

科　　　目

325,417            

9,942,003          17,460,104         

82,709,045         

ソフトウェア

機械装置

500,000,000

27,402,107         

41,651,310         

554,510            

工具器具備品

2,254,450          

766,488            

357,837,139        

リース資産

車両運搬具 316,185,829        

種類及び銘柄

200,000,000 183,520,000

100,000,000

96,001,100

退職給付引当資産

　

当期末残高科　　　目

特定資産

小　　　計

定期預金

243,441,332    

　

10,000,000     

　

(5,000,000) 

(うち一般正味財産
からの充当額)

(243,441,332) 

(0) 

－

10,000,000     (5,000,000) 

基本財産 　

(うち負債に
対応する額)

－

　

22,405,809         23,172,297         

(243,441,332) 

△ 16,480,000

100,000,000

評価損益帳簿価額

△ 3,998,900

(うち指定正味財産
からの充当額)

10,790,083         

243,441,332    

時価

浜松市令和2年度第1回公募公債（10年）

1,345,856,164      

△ 2,140,000浜松市平成29年度第1回公募公債（10年）

△ 7,600,000静岡県令和2年度第11回公募公債（10年）

100,000,000

△ 30,218,900

浜松市平成30年度第1回公募公債（10年）

92,400,000

839,007,423        

97,860,000
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(9)補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし。

(10)指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし。

(11)関連当事者との取引の内容

該当なし。

(12)重要な後発事象

該当なし。

(13)税効果会計

ア　繰延税金資産の主な原因別の内訳

(単位:円)

イ　繰延税金負債の主な原因別の内訳

(単位:円)

小計

（流動負債）

81,747,599

賞与引当金

小計

区　　分

81,747,599

11,039,674

（固定資産）

（固定負債）

なし 0

95,162,957

未払事業税 2,375,684

退職給付引当金

合計 0

小計 0

小計

金　　額

なし

区　　分

0

合計

13,415,358

（流動資産）

金　　額
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ウ　法人税法上の非収益事業と収益事業の区分

(単位:円)

(単位:％)

オ　当期法人税等調整額の発生事由

(単位:円)

カ　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

該当なし。

31.89 

⑦軽減税率の適用による差額

税効果会計適用後の法人税等の負担率

③法人税から控除される所得税額等

⑥当期一般正味財産増減額（①－④－⑤） 0

項　　目

⑤法人税等調整額

④住民税利子割還付額 0.00 

40,976,522

33.58 

0.00 

0.00 

△0.91 

40,976,522

⑥法人県民税均等割 0.12 

⑤源泉所得税等の還付額 0.00 

法定実効税率

△0.90 

①損金計上住民税利子割

（調整）

率

エ　法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差
　　異の原因となった主な項目別の内訳

④還付見込源泉所得税の益金算入

⑤退職給付引当金の損金算入

⑥電話加入権除却による損金算入

⑧繰越欠損金の解消による税金減少額

合　　　　計

金額

0

△ 261,350

0

0

△ 6,456,439

0

0

△ 6,582,092

項　　　　目

①当期の税率への調整額（合算）

②賞与引当金の損金算入

③減価償却超過額の認容による損金算入

⑦未払事業税の損金算入及び不算入 135,697

非収益事業

0

③小計（①＋②） 0

0

②寄附金損金算入限度額

0

0

△ 6,582,092

②加算調整社外流出合計（③を除く）

④法人税等

項　　　　目

25,758,400 25,758,400

60,152,830

①税引前当期一般正味財産増減額 60,152,830 60,152,830

00

60,152,830

△ 6,582,092

収益事業 合計
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(1)基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

(2)引当金の明細

(単位:円)

貸倒引当金 1,284,680 8,283 0 107,715 1,185,248 

４　附属明細書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

合　　計 257,596,429 61,219,308 41,205,700 107,715 277,502,322 

賞与引当金 32,097,453 32,875,742 32,097,453 0 32,875,742 

退職給付引当金 224,214,296 28,335,283 9,108,247 0 243,441,332 
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